
行政評価シート（事務事業評価） 評価年度 2８年度 

事業名 戸籍住民基本台帳事務 担当課 市民課

細分化した事業名 証明書等交付事業

１ 計画（ＰＬＡＮ）：事務事業の計画的位置づけ 

基本方向 健全な行政活動によるまちづくり

第６次長期総合計画での目的体系 政策 効率的・効果的な行財政運営

施策 電子自治体への取り組み

関連する個別計画等 マイナンバーカード交付計画 根拠条例等
住民基本台帳法・戸籍法・民法

行政手続きにおける特定個人を識別するための

番号の利用等に関する法律（番号法）

２ 計画（ＰＬＡＮ）：事務事業の概要 

事業の目的
窓口サービスの電子化の推進の一環として、コンビニエンスストアおよび自動交付機（マルチコピー機）に
よる証明書の取得率向上を目指す。

事業の手段 

戸籍、住民票関係の各種証明の申請受付・交付等

平成２３年 ３月 住民基本台帳カードによる証明書類の自動交付機及びコンビニ交付を開始する。
平成２４年 ３月 戸籍証明書の自動交付機及びコンビニ交付を開始する。
平成２７年１２月 住民基本台帳カード新規発行・更新手続きを終了

平成２８年 １月 番号法の施行に伴いマイナンバーカード交付開始
マイナンバー対応のマルチコピー機を庁舎ロビーに設置（自動交付機を撤去）

事業の対象 市民、本市在籍者、本市在住外国人、来庁者

３ 実施（ＤＯ）：投入費用及び従事職員の推移（インプット＝費用＋作業） 

25 年度 26 年度 27 年度

A 事業費 (千円) 18,146 12,134 25,762
財
源
内
訳

国・県支出金 223 211  10,045

その他（使用料・借入金ほか） 682 726 517

一般財源 17,241 11,197 15,200

B 担当職員数（職員 E） (人) 3.05 3.05 3.37

C 人件費(平均人件費×E) (千円) 19,798 20,722 22,630

D 総事業費(A+C) (千円) 37,944 32,856 48,392

主な事業費用の

説明 

・戸籍、住民基本台帳、印鑑登録、税関係証明書等の窓口事務必要経費  

・コンビニ交付等の経費 

（H27年度はマイナンバー制度開始に伴いマイナンバーカード対応のシステム改修経費を含む） 

・通知カード及びマイナンバーカード関連事務の委任にかかる交付金（平成27年度）

注〉平均人件費は各年度決算額(職員給与費)から算出した 25 年度（6,491 円）,26 年度（6,794 千円）,27 年度（6,715 千円）を使用しています。 

４ 実施（ＤＯ）：事業を数字で分析（アウトプット＝事業量）

指標名 指標の算出方法
実   績   値

25 年度 26 年度 27 年度 

活動指標

１

・各種申請交付件数

・住民票・戸籍・印鑑
証明交付件数

・年度中各種申請交付の件数 
（住民異動届・各種証明書等） 

・マイナンバーカード等があればコン
ビニで交付することが可能な証明書
の全件数 

53,696

44,592

49,783

41,014

50,863

41,406

２

・自動交付機（マルチ
コピー機を含む）・コ

ンビニの交付件数

住民基本台帳カード・マイナンバーカ

ードを使用して自動で交付した件数 7,069 5,634 5,164

３

・マイナンバーカード
申請件数
・マイナンバーカード

交付件数（住民基本台
帳カード交付件数）

・地方公共団体情報システム機構に申

請された件数 

・市民課窓口において交付した件数 

―

―

（334）

―

―

（185）

1,849

619 

（37）

妥当性 ■ Ａ 妥当である □ Ｂ ほぼ妥当である □ Ｃ 妥当でない

上記活動指標と妥当性
の説明

１ 法律に基づく市町村に実施義務のある事務であり妥当である。

２
夜間や休日でも全国のコンビニにおいて、簡単に証明書の取得できるよう利用者の利便を図るため妥
当である。

３

マイナンバーカードにより、国の機関、地方公共団体などが、基本的に社会保障、税、災害対策の分
野で活用することにより、スムーズな申請等が可能になり、引き続きコンビニ交付、電子申告等対応
でき、住民サービスの向上につながるため妥当である。



５ 評価（ＣＨＥＣＫ）： 事務事業評価 （アウトカム＝成果・効果）

指標名 指標の算出方法
実   績   値

25 年度 26 年度 27 年度

成果指標 

もしくは 

まちづくり

指標

１

自動交付率 A（各種申請交
付件数に対する交付率）

自動交付率 B（コンビニ交
付可能な証明に対して自
動交付率）

自動交付機・コンビニ交付件数
÷年度中各種申請交付件数

（％）

自動交付機・コンビニ交付件数

÷住民票・戸籍・印鑑証明交付
件数（％）

13.16％ 

15.85％  

11.32％

13.74％

10.15％

12.47％

２
マイナンバーカード申請
率

申請件数／人口（H27 年度末
人口 30,404人）（％）

― ― 6.08％ 

３

マイナンバーカード交付

率（住民基本台帳カード交
付率）

交付件数／人口（H27 年度末
人口 30,404人）（％）
H26年度末人口 30,219人
H25年度末人口 31,039人

―

（1.08％）

―

（0.61％）

2.04％ 

（0.12％）

成 果 □ Ａ 上がっている □ Ｂ ほぼ上がっている ■ Ｃ 上がっていない

上記指標の妥当性と成
果の内容説明

１
自動交付率が減少傾向である。

２
新制度が開始されたばかりであるため、まだまだ周知も不足のうえ、マイナンバーカードの申請書
を含む、マイナンバーの通知は平成２７年１１月頃に市民に郵送されたため、申請率は少ない。

３
マイナンバーカードの交付は平成２８年１月から開始されたため、交付件数は少ない。

事務事業総合評価 □ Ａ 期待以上に達成 □ Ｂ 期待どおりに達成 ■ Ｃ 期待以下の達成

６ 改善（ACTION）：今後の事務事業の展開

□ 拡大（コストを集中的に投入する） ■ 一部改善（事務的な改善を実施する）

今後の事業展開
□ 全部改善（内容・手段・コスト・実施主体等

の見直しが必要）

□ 縮小（規模・内容を縮小、又は他の事業と統合

する）

□ 廃止（廃止の検討が必要）

事
務
事
業
の
改
善
案

改善の概要・方向性（いつまでに、どういう形で具体化するのか）

28年度の改善計画（今後の事業展開説明）
・通常の窓口対応のなかで、様々な機会（転入・転居・戸籍届出・マイナンバー通知カードの紛失届等）をとら
え個人番号カードの申請を推進し、証明書の自動交付率を伸ばしていく。
・マイナンバー制度の開始に伴い、従前に比べ様々な事務手順が増加し複雑になっている。職員の制度に対する
理解を深め、専門的知識の向上に努めながら、事務処理等を迅速かつ正確に効率よくおこない、マイナンバー関
係の届出等のお客さまの待ち時間の短縮を図る。

過去
の 
改善
経過

平成 23年 3月 住民基本台帳カードによる証明書の交付を自動交付機及びコンビニ交付の開始
       （住民票・印鑑証明書）

平成 24年 3月 コンビニ交付の対象の証明書の拡大（現在戸籍の全部・個人事項証明書）

課長所見
窓口サービスの電子化の推進については、期待を下回る結果となった。コンビニ交付等の利便性を根気よく

PRし、住民基本台帳カードの利用およびマイナンバーカードの申請、利用を呼びかけ、利用率の向上を図りたい。


